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2019年1月25日

1

一般社団法人 セメント協会
生産・環境委員会 委員長 小野 直樹

資料１



2

※1：含水等：廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

5.64億t/年の廃棄物
などが発生

2.51億t/年の廃棄物が循
環利用。
うち、約2600万t※2がセ
メント資源化（約10％に
相当）

出所：平成30年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書 p.159

我が国の物質フローと廃棄物のセメント資源化（2015年度）

※2：2015年度のセメント産業の廃棄物・副産物使用量は2800万tであるが、本物質フローの“廃棄物等”に建設発生土は含まれていないため、その分は除外した。
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セメント産業の循環型社会構築に向けた役割

ゴ
ミ
を
生
か
す

廃棄物を無害化処理し
セメントの原料や熱エ
ネルギーの代替として

有効活用

静脈産業として

社会に必要な基礎素材
であるセメントを安定
供給（廃棄物もセメン
トに生まれ変わる）

動脈産業として



石灰石原料(CaCO3)
1,210kg

粘土原料 230kg 珪石原料 60kg 鉄原料 30kg

石膏（CaSO4）40 kg合計 1,570kg(クリンカ)

CaO源

Al2O3源 SiO2源 Fe2O3源

クリンカー
原料

酸化カルシウム
(CaO)

二酸化けい素
(SiO2)

酸化アルミニウ
ム(Al2O3)

酸化鉄
(Fe2O3)

粘土 ～5％ 40～80％ 10～30％ 3～10％

石炭灰 5～20％ 40～65％ 10～30％ 3～10％

焼却灰 20～30％ 20～30％ 10～20％ ～10％

下水汚泥 5～30％ 20～30％ 20～50％ 5～10％

【天然】

【廃棄物】

廃棄物は化学組成が天然原料の化学組成に近く、
クリンカーの原料として代替が可能。

セメント化学組成 例)普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ セメントの原料構成

なぜ廃棄物・副産物を原料として有効利用できるのか

CaO 

Fe2O3

SiO2

MgO
SO3

Al2O3

63.0～64.7%

4.6～5.7%

21.4～22.6%

2.5～3.3%

1.7～2.4%

0.8～2.7%

【クリンカの組成と原料の関係】
所定の化学組成となるように、適切に原料を調合して焼成しクリンカ(セメント中間生成物)を生産。
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セメント産業が有効利用している廃棄物・副産物

様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料(クリンカ原
料)、熱エネルギーとして有効に活用している。

高炉スラグ 7,398千t製鉄所

石炭灰 7,750千t火力発電所

鋳物工場鋳物砂 446千t

汚泥、スラッジ 3,255千t下水処理場・
化学工場等

副産石こう 2,179千t火力発電所等

建設発生土 1,823千t建設現場

燃えがら、ばいじん、ダスト
1,524千t

ごみ焼却場

非鉄鉱さい等 795千t精錬所

木くず 543千t建設現場等

製鉄所製鋼スラグ 374千t

各種工場等廃プラスチック 643千t

製油所等廃油 314千t

食品工場廃白土 287千t

製油所再生油 209千t

自動車整備工場廃タイヤ 63千t

飼料工場肉骨粉 59千t

合計
28,332千t

セメント
工場

（2017年度）

受入量の出典：セメントハンドブック(2018年度版) ：原料代替 ：熱エネルギー代替



処分

建設資材

（セメント化除く）

緑農地利用

燃料化等

建設資材

（セメント化）

32 ％

20 ％

29 ％

15 ％
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％
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私たちの生活と密接な関係にある廃棄物利用の例

下水汚泥の有効利用状況

出所：国土交通省
（2015年度発生量 2,268千t）

都市ゴミ焼却灰の発生量に占める
セメント資源化の推移

出所：環境省
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国の温室効果ガス算定報告検討会においても
算出方法として認められている。
＜2017年度＞
CO₂削減量の試算値： 80.4 万ｔ-CO2
石灰石使用削減量の試算値 ：約190万ｔに相当
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廃棄物のセメント資源化による効果

廃棄物使用によるCO₂削減効果最終処分場の延命効果

（A） 産業廃棄物最終処分場残余容量（2015年度） 167,360
(千m3)

（B） 産業廃棄物最終処分場残余年数（2015年度） 16.6
(年)

（C） 2015年以降の産業廃棄物の年間最終処分量試算値
〔（A）/（B）〕

10,082
(千m3)

（D） セメント工場が1年間に受入れている廃棄物・副産
物等の容積換算試算値

20,116 
(千m3)

（E） セメント工場が受入処理しなかった場合の最終処
分場の残余年数試算値 〔（A）/（C）+（D）〕

5.5
(年)

（F） セメント工場が廃棄物等を受入処理することによ
る最終処分場の延命効果試算値 〔（B）-（E）〕

11.1
(年)

セメント業界が廃棄物・副産物を受入処理している現状での
産業廃棄物の最終処分場の残余年数

16.6年＜環境省発表、2015年度＞

仮に、セメント業界がすべての廃棄物・副産物の受入を
止めた場合、その残余年数は

5.5年＜セメント協会試算値＞

セメント産業が廃棄物・副産物をセメント製造に有効利用することによって、
次のような効果があると考えている。

11.1年
延命



出典：太平洋セメント（株）
http://www.taiheiyo-
cement.co.jp/csr/pdf/csrrpt2011.pdf

廃棄物のセメント資源化・最近のトピックス

出典：経産省
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/automob
ile_recycle/other/pdf/press/070920buhin-chirashi.pdf

「自動車リサイクル法」に基づき、クルマの解体・破砕後に残る
自動車破砕残さ（ASR）をセメント工場で再資源化

ASR

適正な調整をしたうえで
熱エネルギーや、
セメント原料として利用

埋め立て処分量の削減に貢献
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http://www.taiheiyo-cement.co.jp/csr/pdf/csrrpt2011.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/automobile_recycle/other/pdf/press/070920buhin-chirashi.pdf
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廃棄物のセメント資源化・最近のトピックス

廃棄物からエネルギーを生み出し活用（残渣はセメント資源化）

http://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2015/15-0126.html

【事業モデル】

下水処理施設

排出事業者

バイオガス化プラント

排水（廃液）

残渣
・プラ
・汚泥

電力会社

売電

・インフラ有効活用

・確実な資源化
・エネルギー有効利用

・エネルギー自給
（地域利用）

・地域特性、廃棄物性
状を反映したプラント
-産物の有効利用
-適正な処理コスト

・各関係先との連携

セメント工場バイオマス

・食品リサイクル法対応
（循環型社会への貢献）

地域電力・熱供給

農地・牧場
収集運搬業者

肥料

食品廃棄物
下水汚泥 等

バイオガス化実証試験施設

酸発酵槽

メタン
発酵槽

バイオガス

食品残渣物

バイオガスプラントのイメージ
（2020年4月事業開始予定）

三菱マテリアル(株)の取り組み事例
～ 食品廃棄物のバイオガス化実証試験 ～

http://www.mmc.co.jp/corporate/ja/news/press/2015/15-0126.html
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廃棄物のセメント資源化・最近のトピックス
セメント産業が中心となる各素材業界（非鉄製錬、電炉等）連携による

新たな国内資源循環モデル【資源コンビナート構想】の構築

製鋼煙灰
【Zn】

非鉄スラグ
【Fe,Ca,Al】
石膏【S】

高炉スラグ【Ca,Si,Al】
鉄原料【Fe】

電炉スラグ
【Ca,Si,Al】

塩素バイパス
ダスト
【Pb,貴金属】

セメント

石炭灰【Al】
石膏【S】

非鉄
精選物
【Cu,
貴金属】

脱酸剤
【くずアルミ】

電力供給

セメント

非鉄製錬

電炉

金属リサイクル･産廃処理（民間）

製
品･

消
費
財

等
（
自
動
車･

家
電･

住
宅
等
）

製
造
メ
ー
カ
ー･

建
設
土
木
等

使
用
済
品･

廃
棄
物
（
生
活
ご
み･

廃
車･

廃
家
電･

廃
建
材
等
）一般廃棄物処理（自治体）

天
然
資
源
（
鉄
鉱
石･

銅
鉱
石･

石
灰
石･

石
炭
等
）

電力会社（火力発電所）

高炉※1

都市ごみ
粗大/不燃ごみ

都市ごみ焼却灰
不燃残さ

産業廃棄物

廃車･小家電
スクラップ 等

金属回収物
(Fe,Al,Cu,
重/貴金属)

鉄
スクラップ
【Fe】

産業
廃棄物

銅・亜鉛・鉛・
貴金属・ﾚｱﾒﾀﾙ

鉄

２次廃棄物/副産物
･廃プラ、木くず
･ASR/SR 等

アルミ製錬※2

アルミ
スクラップ
【Al】

アルミドロス
【酸化アルミ】

※1

※2

鉄

アルミ

※3

アルミ
スクラップ
【Al】

※3

国内素材メーカー連携の金属･無機素材における動静脈ネットワークモデル
目指す将来像

国内で発生している多様な廃棄物・
副産物について、各素材メーカー等が
それぞれ選好・忌避とする物質を効率
的に回収・利用できる静脈系の資源
循環モデル【資源コンビナート構想】を
構築する。

【これまでの取組み事例について】
① セメントリサイクルで希釈処理されていた
都市ごみ中の貴・重金属類の非鉄製錬
メーカーと連携した回収

② セメントリサイクルで忌避物質の１つで
あるクロムについて、資源循環上流産業

(金属リサイクル、電炉、非鉄製錬等）と
連携した低減・管理技術の構築

太平洋セメント(株)の取組み事例
～ 都市ごみ焼却灰からの貴金属回収実証試験～

https://www.taiheiyo-cement.co.jp/news/news/pdf/180423.pdf



マテリアルリサイクルに不向きなものは、単純焼却、埋め立て処理せず、
可能な限り熱回収し、エネルギーとして有効利用すべき 11

廃プラスチック輸入規制による影響

アジア諸国による輸入規制による影響

出典：環境省
https://www.env.go.jp/press/files/jp/110328.pdf



D.Waste-Netの災害時の支援の仕組み

大規模災害発生時の災害廃棄物処理支援

セメント協会はここに所属

＊熊本地震による災害廃棄物発
生量(289万t)の約1割に相当

出典：環境省 http://kouikishori.env.go.jp/action/d_waste_net/
12

木くず 119,200t
畳 5,900t
廃プラスチック 1,800t
瓦 18,400t
その他 70,100t
計 215,400t

平成28年熊本地震により
発生した災害廃棄物の
セメント産業における処理量 (t)

調査対象期間：2016年7月～2018
年3月（21ヶ月）

http://kouikishori.env.go.jp/action/d_waste_net/
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2019年1月25日 

 

重工業研究会との定例懇談会 

廃棄物のセメント資源化について 

－ 補足資料 － 

 

（一社）セメント協会 

生産・環境委員会 

 

 

本資料はＰＰ資料「廃棄物のセメント資源化」の各ページに記載した図表に関する補足資料

です。 

 

 

【Ｐ． ２】「我が国の物質フロー」における“廃棄物等の発生”、“最終処分”、“減量化”、“循

環利用量”の推移 

【Ｐ． ３】セメント産業の廃棄物有効利用による循環型社会構築 

【Ｐ． ４】セメントの製造工程と廃棄物処理の特徴の概要 

【Ｐ． ４】なぜ廃棄物を原料として有効利用できるのか 

【Ｐ． ５】セメント産業が有効利用している廃棄物・副産物 

【Ｐ． ５】近年における廃棄物・副産物の有効利用の動向 

【Ｐ． ６】下水汚泥の有効利用状況 

【Ｐ． ６】都市ごみ焼却灰の有効利用状況 

【Ｐ． ７】セメント工場における廃棄物・副産物の受け入れによる産業廃棄物最終処分場の

延命効果の試算の考え方 

【Ｐ． ７】産業廃棄物最終処分場の残存容量等の現状 

【Ｐ． ８】自動車リサイクル法について 

【Ｐ．１１】プラスチック資源循環について 

【Ｐ．１２】災害廃棄物処理支援ネットワーク（D．Waste-Net）について 

【Ｐ．１２】平成28年熊本地震により発生した災害廃棄物に関するセメント産業の処理量 
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【Ｐ．２】「我が国の物質フロー」における“廃棄物等の発生”、“最終処分”、“減量化”、“循環

利用量”の推移 

 

 環境省が公表している「環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」において「循環型社

会の形成」の章で「我が国物質フロー」を掲載している。（最新の平成３０年度版ではｐ.159の

図3-1-1） 

 廃棄物等の発生量、最終処分量ともに減少しているのが伺える。 

 

 

 

データの出所：環境省/｢環境・循環型社会・生物多様性白書｣における「我が国の物質フロー」

に掲載されたデータ（年度ごとの数値から推移を作成） 

http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/ 
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【Ｐ．３】セメント産業の廃棄物有効利用による循環型社会構築 

 

－循環型社会形成のための役割－ 

                 出典：経済産業省「資源循環ハンドブック2015」p.10 

 

各法律とセメント業界の廃棄物処理との関わり 

・廃棄物処理法：廃タイヤ、廃プラスチック、廃肉骨粉等の受け入れ処理 

・容器包装リサイクル法：紙製容器包装の受け入れ処理 

・食品リサイクル法：食品廃棄物の受け入れ処理 

・自動車リサイクル法：自動車破砕くずの受け入れ処理 

・建設リサイクル法：建設汚泥、建設発生木材の受け入れ処理 

・土壌汚染対策法：汚染土壌の受け入れ処理 
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【Ｐ．４】セメントの製造工程と廃棄物処理の特徴の概要 

 

工場に持ち込まれた廃棄物は「原料工程」もしくは「焼成工程」に投入され、全て、キルンと

呼ばれる焼成炉の中で1450度の高温で処理されます。 

「仕上工程」で投入される高炉スラグやフライアッシュは副産物として有価で購入したもので、

廃棄物ではありません。 
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【Ｐ．４】なぜ廃棄物を原料として有効利用できるのか 
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【Ｐ．５】セメント産業が有効利用している廃棄物・副産物          (単位千 t) 

 

 

 

 [出典] セメントハンドブック 2018 年度版 

 

 2017 年度は約 2800 万 t の廃棄物・副産物を受け入れ、セメント原料(クリンカ原料)やエネ

ルギー代替として利用した。 
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【Ｐ．５】近年における廃棄物・副産物の有効利用の動向 

 〔主なエネルギー代替廃棄物の使用量の推移〕 

                                   単位：千ｔ 

 2005年度 2010年度 2015年度 2016年度 2017年度 

木くず   340   574   705 642 543 

廃プラスチック   302   445   576 540 545 

廃油   219   275   293 324 314 

廃白土   173   238   311 287 287 

再生油   228   195   179 195 209 

廃タイヤ   194    89    57 69 63 

RPF     8    15    14 11 13 

RDF    41    33    23 24 24 

ASR     0    28    78 84 99 

 

  木くずについては、他業界との競合の影響が考えられる。 

 

 〔建設発生木材の発生量と最終処分量の推移(参考)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：建設副産物リサイクル広報推進会議 

 

 〔廃プラスチックの排出量、有効利用量および最終処分量の推移(参考)〕 

                                     単位：万ｔ 

年度 排出量 有効利用量 未利用量 

ﾏﾃﾘｱﾙﾘ

ｻｲｸﾙ 

ｹﾐｶﾙ 

ﾘｻｲｸﾙ 

ｻｰﾏﾙ 

ﾘｻｲｸﾙ 

計 単純 

焼却 

埋立 計 有効利

用率 

 2000 997 139   10   312   461   238   298   536   46% 

 2005 1,006  185    29   368   582   164    260   424      58% 

 2010 945  217   42   465   724       97   125     222   77% 

 2012 929  204   38   502   744    96    89   185   80% 

 2013 940  203   30   535   767    98    74   172   82% 

 2014 926  199   34   534   768    91    67   158   83% 

 2015   915  205   36   522   763    87    65   152   83% 

 2016   899  206   36   516   758    80    60   140   84% 

出所：（一社）プラスチック循環利用協会 

 

  廃棄物の発生量や有効利用量に対して、上述の使用量を一律に比較することは、バウンダ

リーが違う可能性があるためできない。  

年度 発生量 

（万t） 

最終処分量 

(万t) 

再資源化率 

(％) 

セメント用 

(万t) 

1995 630 390 37.2 － 

2000 480 80 38.0 0.2 

2005 470 40 61.6 34 

2008 410 44 80.3 40 

2012 500 28 89.2 63 
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【Ｐ．６】下水汚泥の有効利用状況

 
国土交通省 HP より抜粋 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewerage_tk_000124.html 

 

・下水汚泥焼却灰の状態でも受入れ処理を行なっている。 

 

【Ｐ．６】都市ごみ焼却灰の有効利用状況 

－計算方法－ 

焼却残渣最終処分量（Ａ） 

焼却灰・飛灰のセメント資源化（Ｂ） 

溶融スラグ化（Ｃ） 

飛灰の山元還元（Ｄ） 

 

（Ｂ）／（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 

 

（例）2016 年度環境省発表 

焼却残渣最終処分量（Ａ）：3,054,279ｔ 

焼却灰・飛灰のセメント資源化（Ｂ）：356,881ｔ 

溶融スラグ化（Ｃ）：546,793ｔ 

飛灰の山元還元（Ｄ）：36,981ｔ 

 

（356,881ｔ）／（3,054,279ｔ+356,881ｔ+546,793ｔ+36,981ｔ）＝0.089 

 

 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewerage_tk_000124.html
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【Ｐ．７】セメント工場における廃棄物・副産物の受け入れによる産業廃棄物最終処分場の延

命効果の試算の考え方（データの出典 (A),(B) ：環境省 (D)：セメント協会調べ） 

 

   
 

【Ｐ．７】産業廃棄物最終処分場の残存容量等の現状 

 環境省/報道発表資料（平成30年4月16日公表 http://www.env.go.jp/press/105349.html） 

 

「産業廃棄物処理施設の設置、産業廃棄物処理業の許可等に関する状況（平成27年度実績）に

ついて」の添付資料「産業廃棄物処理施設の設置状況について」のｐ.11の記述 

 

多種多様な廃棄物・
副産物について、項

目ごとに容積換算し
て積上げた量 

http://www.env.go.jp/press/105349.html
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【Ｐ．８】自動車リサイクル法について 

 

 

 

環境省 HP より抜粋 

http://www.env.go.jp/recycle/car/outline1.html 

 

・セメント各社は、28 条認定自動車製造業者等の委託を受けた事業者として自動車破砕くずを

受け入れ処理 

 

環境省 HP より抜粋 

http://www.env.go.jp/recycle/car/situation3.html 

http://www.env.go.jp/recycle/car/outline1.html
http://www.env.go.jp/recycle/car/situation3.html
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【Ｐ．１１】プラスチック資源循環について 

 

海洋プラスチック問題への国際的な関心が高まるなか、日本政府は、本年 6 月に大阪で開催

されるＧ20 サミットにおいてこの問題を扱うこととし、国境を越えた海洋プラスチック問題へ

の貢献と国内におけるプラスチック資源循環の推進に向けて、「プラスチック資源循環戦略」を

検討している。 

 2018 年 6 月の G7 シャルルボワサミットにおいて、日本が「海洋プラスチック憲章」を承認

しなかったため、プラスチック資源循環に関する日本の取り組みが遅れているとの受け止め方

が一部にある。しかしながら、わが国では、政府・地方自治体・事業者・消費者・ＮＰＯ等と

の連携の下、先進的な循環型社会が形成されており、引き続き、廃棄物の適正処理と３Ｒの推

進により一層取り組んでいく考えである。 

 そこで、日本経団連は会員企業・団体等を対象に、プラスチック資源循環・海洋プラスチッ

ク問題に資する取り組みについてアンケートを実施し、現在の取り組みと、今後新たに着手す

る取り組みについて 2018 年 11 月に「事例集」として取りまとめた。 

http://www.keidanren.or.jp/policy/2018/099.html 

 

 事例集の作成については、経団連の呼びかけに応じ、セメント協会からの廃プラスチックの

有効利用について、以下の３つの事例を提供している。 

 ・産業廃棄物としてのプラスチックごみの受け入れ処理 

 ・自動車リサイクル法に基づくシュレッダーダストの受け入れ処理 

 ・災害廃棄物としてのプラスチックごみの受け入れ処理 

また、会員企業からは、太平洋セメント㈱より以下の３つの事例が提供されている。 

 ・廃プラスチックごみの受入処理 

 ・低温加熱脆化での廃プラ等の化石系エネルギー代替利用 

 ・炭素繊維強化プラスチックからの炭素繊維回収技術開発 

 

 セメント業界では、20 年前の 1998 年度より、廃棄物となったプラスチックごみの受入処理

を開始し現在に至っている。 

 20 年の間に技術開発・設備投資を進めてきたことにより、1998 年度では約 2 万ｔの受入処

理量が 2017 年度においては、30 倍の約 60 万ｔの受入処理を行なうに至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.keidanren.or.jp/policy/2018/099.html
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【Ｐ．１２】災害廃棄物処理支援ネットワーク（D．Waste-Net）について 

 

 

 

出典：環境省 HP/第１回平成 30 年度災害廃棄物対策推進検討会配布資料より 

http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/earthquake/committee2/30-01/H30_1_shi-

03_recently.pdf 

 

 

【Ｐ．１２】平成 28 年熊本地震により発生した災害廃棄物に関するセメント産業の処理量

 
調査対象期間：2016 年 7 月～2018 年 3 月（21 ヶ月間） 
   木くず  ： 119,200 トン 
   畳        ：   5,900 トン 
   廃プラスチック  ：   1,800 トン 
   瓦        ：  18,400 トン 
   その他(混合廃棄物)  ：  70,100 トン 
     計      ：  215,400 トン 
 
参考：熊本地震により発生した災害廃棄物の推計量（環境省発表） 
2016 年 4 月～2018 年１月：289 万ｔ 
 
・セメント工場自身も大規模災害に備えて強靭化対策を実施している。 
（例）オペレーションルームの高台への移設など 
 
 
 
 

http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/earthquake/committee2/30-01/H30_1_shi-03_recently.pdf
http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/earthquake/committee2/30-01/H30_1_shi-03_recently.pdf
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